第１号様式

	誓 約 書 

山梨県知事　　　　　　　　　殿 

 　年 　月 　日から　　 　年 　月 　日までの間、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）第９条の３第１号に規定する特定不利益処分を受けていないことを誓約します。 

年　　月　　日 

住　所 

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）  

【特定不利益処分】 

①廃棄物処理業に係る事業停止命令（法第７条の３及び第14条の３（法第14条の６において準用する場合を含む。）） 

②廃棄物処理施設に係る改善・使用停止命令（法第９条の２及び第15条の２の７） 

③廃棄物処理施設の設置の許可の取消し（法第９条の２の２第１項若しくは第２項及び第15条の３） 

④再生利用認定の取消し(法第９条の８第９項(法第15条の４の２第３項において準用する場合を含む。）） 

⑤広域認定の取消し（法第９条の９第10項（法第15条の４の３第３項において準用する場合を含む。）） 

⑥無害化認定の取消し（法第９条の10第７項（法第15条の４の４第３項において準用する場合を含む。）） 

⑦二以上の事業者による処理に係る認定の取消し（法第12条の７第10項）
⑧廃棄物の不適正処理に係る改善命令（法第19条の３） 

⑨廃棄物の不適正処理に係る措置命令（法第19条の４第１項、第19条の４の２第１項、第19条の５第１項及び第19条の６第１項） 


第２号様式の１（収集運搬業者用）
変更履歴総括表
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　全ての公表事項を公表した年月日　　　　　　　　　年　　　月　　　日　

　情報公表URL　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	公表事項
	更新すべき頻度
	更新年月日
	更新した事項

	申請者が法人である場合には、当該法人に関する次に掲げる事項
(1)名称
(2)事務所又は事業場の所在地
(3)設立年月日
(4)資本金又は出資金
(5)代表者、役員及び令第六条の十に規定する使用人の氏名及び就任年月日
(6)事業の内容
	変更の都度

（(5)に掲げる事項については一年に一回以上）

	
	

	申請者が個人である場合には、氏名、住所及び事業の内容
	変更の都度
	
	

	事業計画の概要
	変更の都度
	
	

	申請者が受けている許可証の写し
	変更の都度
	
	


	事業の用に供する施設に関する次に掲げる事項
(1)運搬施設の種類及び数量並びに運搬車に係る低公害車の導入の状況
(2)積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管の場所ごとの所在地、面積、積替え又は保管を行う（特別管理）産業廃棄物の種類及び積替えのための保管上限
	変更の都度

（(1)に掲げる事項については一年に一回以上）

	
	

	情報をインターネットを利用する方法により公表する日の属する月の前々月までの三年間の各月において事業者から引渡しを受けた（特別管理）産業廃棄物に関する次に掲げる事項 
(1)（特別管理）産業廃棄物の種類ごとの受入量
(2)（特別管理）産業廃棄物の種類ごと及び運搬方法ごとの運搬量
	一年に一回以上
	
	

	申請者が法人である場合には、直前三年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
	一年に一回以上
	
	

	事業者がその（特別管理）産業廃棄物の収集運搬を申請者に委託するに当たって支払う料金を提示する方法
	変更の都度
	
	

	業務を所掌する組織及び人員配置
	変更の都度

(人員配置については一年に一回以上)
	
	

	事業の実施に関し生活環境の保全上利害関係を有する者に対する事業場の公開の有無及び公開している場合にあっては公開の頻度
	変更の都度
	
	


※　事業の透明性に係る基準に適合することを証する書類に添付して提出すること。

第２号様式の２（処分業者用）
変更履歴総括表
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　全ての公表事項を公表した年月日　　　　　　　　　年　　　月　　　日　

　情報公表URL　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	公表事項
	更新すべき頻度
	更新年月日
	更新した事項

	申請者が法人である場合には、当該法人に関する次に掲げる事項
(1)名称
(2)事務所又は事業場の所在地
(3)設立年月日
(4)資本金又は出資金
(5)代表者、役員及び令第六条の十に規定する使用人の氏名及び就任年月日
(6)事業の内容
	変更の都度

（(5)に掲げる事項については一年に一回以上）

	
	

	申請者が個人である場合には、氏名、住所及び事業の内容
	変更の都度
	
	

	事業計画の概要
	変更の都度
	
	

	申請者が受けている許可証の写し
	変更の都度
	
	

	事業の用に供する産業廃棄物の処理施設に関する当該施設ごとの次に掲げる事項
(1)設置場所
(2)設置年月日
(3)当該施設の種類
(4)当該施設において処理する産業廃棄物の種類
(5)処理能力（産業廃棄物の最終処分場である場合にあっては埋立地の面積及び埋立容量）
(6)処理方式
(7)構造及び設備の概要
(8)当該施設について産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合には、当該許可に係る規則第十二条の五に規定する許可証の写し
	変更の都度


	
	

	事業の用に供する産業廃棄物の処理施設が設置されている事業場ごとの産業廃棄物の処理工程図
	変更の都度
	
	

	情報をインターネットを利用する方法により公表する日の属する月の前々月までの一年間において事業者から引渡しを受けた（特別管理）産業廃棄物の最終処分が終了するまでの、次の事項を含む一連の処理の行程
(1)当該（特別管理）産業廃棄物の種類ごとの受入　　
　量

(2)当該（特別管理）産業廃棄物の処分方法ごとの
処分量

(3)情報公表日の属する月の前々月の末日における当該（特別管理）産業廃棄物の保管量

(4)当該（特別管理）産業廃棄物の処分後の産業廃棄物の持出先ごとの持出量及び当該持出先における当該産業廃棄物の処分方法

(5)当該（特別管理）産業廃棄物を再生することにより得た物の持出先ごとの持出量及び当該持出先における当該物の利用方法
	一年に一回以上
	
	

	情報をインターネットを利用する方法により公表する日の属する月の前々月までの三年間（以下「直前三年間」という。）の各月において事業者から引渡しを受けた（特別管理）産業廃棄物に関する次に掲げる事項 
(1)当該（特別管理）産業廃棄物の種類ごとの受入量
(2)当該（特別管理）産業廃棄物の種類ごと及び処分方法ごとの処分量
(3) 当該（特別管理）産業廃棄物の処分後の産業廃棄物の持出先ごと及び処分方法ごとの処分量
	一年に一回以上
	
	

	直前三年間の事業の用に供する産業廃棄物処理施設の維持管理の状況に関する情報
	一年に一回以上
	
	

	直前三年間の各月における事業の用に供する産業廃棄物の焼却施設ごとの熱回収により得られた熱量及び当該焼却施設において熱回収がされた産業廃棄物の量
	一年に一回以上
	
	

	申請者が法人である場合には、直前三年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
	一年に一回以上
	
	

	事業者がその（特別管理）産業廃棄物の処分を申請者に委託するに当たって支払う料金を提示する方法
	変更の都度
	
	

	業務を所掌する組織及び人員配置
	変更の都度

(人員配置については一年に一回以上)
	
	

	（特別管理）産業廃棄物の処分を申請者に委託しようとする者に対して、申請者が当該産業廃棄物の処分後の産業廃棄物の持出先の氏名又は名称及び住所を開示することの可否
	変更の都度
	
	

	事業の実施に関し生活環境の保全上利害関係を有する者に対する事業場の公開の有無及び公開している場合にあっては公開の頻度
	変更の都度
	
	


※　事業の透明性に係る基準に適合することを証する書類に添付して提出すること。
